
別紙 2 

入札及び契約に係る手続きにおける押印の見直しについて 

  

各務原市における入札及び契約に係る手続きのうち、押印の見直しについては、次のとお

り取り扱うこととします。 

 

１ 概要 

  デジタル時代に向けた規制等の見直しの一環として、入札及び契約関係書類について、

押印の廃止を行うものです。 

 

２ 押印廃止が可能となる書類 

  別紙一覧表のとおり 

 

３ 押印廃止とならない書類 

 （１）契約書等（請書、変更契約書等を含む） 

 （２）入札書、見積書（電子入札システムで提出するものは除く） 

 （３）入札等に関する委任状 

 （４）契約保証金の免除に関する書類（公共工事履行保証証券等） 

 （５）契約保証金に代わる担保（保証書等） 

 （６）特定建設工事共同企業体協定書 

 （７）地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾依頼書、債権譲渡契約書、 

融資実行報告書及び工事請負代金請求書 

 （８）入札及び契約の過程に関する苦情申立書及び再苦情申立書 

 （９）入札参加資格審査申請書（物件の買入等）の使用印鑑欄 

 （10）入札参加資格審査申請（物件の買入等）に係る委任状 

 （11）入札参加資格審査申請変更届（物件の買入等）の使用印鑑欄 

 （12）権利義務承継承認申請書 

 （13）契約解除に関する申出書 

 （14）契約解除合意書 

 

４ 施行日 

  令和４年４月 1 日以降に提出する書類から適用します。 

 

５ 押印を省略する場合の方法 

押印を省略する場合は、押印を省略する書類において、以下の記載例のとおり、「発行

責任者及び担当者（同一でも可）の氏名及び連絡先（電話番号）」の記載が必要となりま

す。記載がない場合は、押印の省略ができませんので、ご注意ください。 

 



「発行責任者及び担当者（同一でも可）の氏名及び連絡先（電話番号）」の記載例 

発行責任者（部署名・氏名）：                                          

     （連絡先）   ：                                          

担当者  （部署名・氏名）：                                          

     （連絡先）   ：                                          

※ 氏名は苗字のみの記載は不可とします。 

※ 責任者と担当者が同じ場合や、連絡先が複数無い場合は、責任者欄にご記入いた

だき、担当者欄は「同上」としてください。 

   ※請求書につきましては、「発行責任者及び担当者（同一でも可）の氏名及び連絡先（電

話番号）」の記載は必要ありません。 

 

６ その他 

  押印廃止後も、従来様式をそのまま使用していただけます。 

  従来どおり押印した書類であっても提出は可能です。 

  押印して提出された書類について、差し替えの必要はありません。 

  契約締結後に事業担当課に提出していただく書類に関する押印廃止につきましては、

現在検討中ですので決まり次第お知らせいたします。 

            

 

 

 

 

                        

      


